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 太子町低所得世帯生活支
援給付金【太子町緊急支援
給付金】【物価高騰対策給
付金】 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度の分の住民税非課税世帯　1,500世
帯×70千円
事務費　3,623千円
事務費の内容　　〔需用費（事務用品等）　役務費
（郵送料等）　業務委託料　人件費　その他　として
支出〕
④R5年度分の住民税非課税世帯　（1,500世帯）

R6.2.1 R6.8.31    90,366,518    90,190,000 

給付金　87,080,000円
会計年度任用職員報酬　904,120円
通勤費用弁償　6,000円
消耗品費　6,160円
郵便料　198,525円
口座振込手数料　134,640円
電算機器・プログラム変更委託料　
2,037,073円

①給付世帯数1,244世帯
②低所得世帯の経済的負担の軽減が図
られ、物価高騰による生活への影響が
緩和された。
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 太子町物価高騰対応重点
支援給付事業【住民税均等
割のみ課税世帯分】【物価
高騰対策給付金】 

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支
援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度の分の住民税均等割のみ課税世帯　
259世帯×100千円
事務費　2,608千円
事務費の内容　　〔需用費（事務用品等）　役務費
（郵送料等）　業務委託料　人件費　その他　として
支出〕
④R５年度分の住民税均等割世帯のみ課税世帯　（259
世帯）

R6.3.1 R6.9.30    25,037,083    23,981,000 

給付金　22,900,000円
消耗品費　6,336円
郵便料　37,700円
口座振込手数料　8,030円
電算機器・プログラム変更委託料　
2,085,017円

①給付世帯数229世帯
②低所得世帯の経済的負担の軽減が図
られ、物価高騰による生活への影響が
緩和された。
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 太子町物価高騰対応重点
支援給付事業【こども加算
分】【物価高騰対策給付
金】 

①物価高が続く中で住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯において扶養されている18歳以下の児童一人
あたりに対して追加支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R5年度分の住民税非課税世帯及び住民
税均等割のみ課税世帯が扶養する18歳以下の児童数　
169人×50千円　　
事務費　1,455千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵
送料等）　業務委託料　人件費　その他　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ
課税世帯が扶養する18歳以下の児童数　(169人)

R6.3.1 R6.8.31  12,514,516  11,450,000 

給付金　11,450,000円
郵便料　8,736円
口座振込手数料　10780円
電算機器・プログラム変更委託料　
1,045,000円

①R5年度分住民税非課税世帯こども加
算：104世帯223人、
R5年度分住民税均等割のみ課税世帯こ
ども加算：2世帯6人
②低所得世帯の経済的負担の軽減が図
られ、物価高騰による生活への影響が
緩和された。

 127,918,117   125,621,000 

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証調書

（単位：円）

合　　　　計

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

事業費内訳（事業費実績）
             効果・検証
①成果（具体的に数値等を記入）
②検証（評価）


